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1 神奈川大学審査学位論文の要旨

ベ トナムの人的資源管理について
-ぺけムでの日系､欧米系､現地企業の実証的比較研究とぺけム人意識調査を中心として-
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3企業グループ､ベ トナム人意識

本論文の要旨

本論文の題名は､｢ベ トナムにおける人的資源

管理について一ベ トナムでの日系､欧米系､現地

企業の実証的比較研究とベ トナム人意識調査を中

心として｣である｡ベ トナムは､過去10年の間に

海外からの直接投資が増大し､現在､国際的に認

められた魅力溢れる国という評価を得ている｡そ

の最大の理由として､外国投資家にとってベ トナ

ムの未開発の天然資源と優秀な人的資源を低コス

トで利用することができるからである｡そして､

約8000万人というベ トナムの人口規模は､東南ア

ジアにおいて新しい市場として成り立つ可能性が

非常に高いのである｡

国際的にベ トナムの人的資源が注目されている

にもかかわらず､ベ トナムの人的資源管理に関す

る経営学的アプローチによる体系的な実証的 ･理

論的研究が極めて少ない｡本研究の意義は､ベ ト

ナムの人的資源管理の特徴に関する先駆的研究を

目指すものである｡

本論文の研究目的は､ベ トナムが将来優れた工

業国になるために､高い潜在能力を有する人的資

源を内在しているのかどうか､あらゆる角度から

検証することである｡あらゆる角度とは､企業経

営環境システムにおける外部要因としての政治 ･

経済 ･産業政策 ･社会 ･文化などであり､また内

部要因としては企業内の人的資源管理システムで

ある｡これらの要因を基にベ トナムの人的資源の

内容を深めるために､文献研究と実証研究を通し

て国際比較経営の視点から検証することである｡

すなわち､本論文では､ベ トナムの人的資源管理

の特徴を解明するために､環境要因としての ドイ

モイ政策を中心とした経済､人口問題､貧困問題､

教育制度､雇用構造の解明であり､また内部要因

としての企業内における人的資源管理の解明であ

る｡

研究の方法としては､ベ トナムにおいて活動し

ている日系企業 ･欧米系企業 ･現地企業に対する

質問紙調査と聞き取り調査､現地工場での参与観

察､ベ トナム人従業員に対する意識調査を中心と
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した実証研究､および関連の文献研究であり､国

際比較経営の視点から研究する｡これらの調査結

果から､3企業グループの人的資源管理を実証的､

理論的に比較分析し､ケース研究をも行う｡さら

に､ベ トナム従業員の仕事に対する労働意識や価

値観も併せて分析して本論文の結論を導き出した

い｡

図表 1は､本論文の研究フレームワークを表し

たものである｡ベ トナムの人的資源環境を取り巻

く環境として､ベ トナムの経済､人口､貧困､教

育､雇用等を分析する｡さらに､ベ トナム人従業

員を対象とした意識調査から､ベ トナム人の価値

構造をも明らかにする｡また､ベ トナム企業の人

的資源管理に関する調査研究から､日系企業､欧

米系企業､現地企業に対する実証的 ･理論的に比

図表 1: 本論文の研究フレームワーク

較研究を行う｡

第1章では､ベ トナムの人的資源を取り巻くマ

クロ環境として､ベ トナムの経済､人口問題､貧

困問題､教育制度､雇用構造についての分析であ

る｡ベ トナムの経済については､ドイモイ (刷新)

政策を中心として､社会主義体制におけるドイモ

イ政策以前の背景､つまりベ トナム戦争終結後か

ら現在に至るまでの経済政策とドイモイ政策によ

る外資導入政策について､ベ トナムの外国投資法

とベ トナムへの外国直接投資の推移と現状につい

て言及する｡

人口問題については､ベ トナムの人口レベルと

その推移とベ トナム政府の人口移動政策と人口動

態を中心に､移住政策と都市化､人口構成と世帯

構造の変化､人口抑制政策について論じる｡貧困
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問題については､ベ トナムでの貧困の現状から始

まり､貧困率､所得分配の不平等､農村部と都市

部との格差､地域間での格差を分析する｡教育制

度については､ベ トナムでの入学者数の推移､入

学者数による男女の割合､総入学者と適性入学者

との割合､政府の教育政策に関して論じる｡雇用

構造については､ベ トナムの産業別の就業構造と

産業別にみた雇用の創出を中心に言及する｡

第2章では､ベ トナムにおける企業の人的資源

管理に関する実証的研究として､ベ トナム国内に

おいて､日系企業､欧米系企業､ベ トナム企業 (以

下3企業グループ)の各々が従業員の生産性を向

上させるために､どのように人的資源管理を実

施しているのか､次の5つの分野について調査し､

検証する｡それらの分野は､1.人的資源のプロ-

2.職務システム 3.報酬システム 4.労働

組合と労使関係 5.人的資源管理の方針である｡

本調査研究のフレームワークは､図表211であ

る｡

調査方法としては､日系企業 ･欧米系企業 ･ベ

トナム企業への質問紙調査､および訪問聞き取り

調査を中心とし､現地での文献､資料収集による

文献研究を行う｡

本調査の研究目的は以下である｡

第 1は､ベ トナムにある日系企業､欧米系企業､

ベ トナム企業の人的資源管理を比較することによ

り､国際比較の視点で各国進出企業の現地経営の

特徴を実証的 ･理論的に解明する｡

第2は､ベ トナムに進出している日本企業の人

的資源管理を重点的に考察することにより､日本

企業のベ トナム進出における人的資源管理の特徴

とその問題点について実証的 ･理論的に解明する｡

第3は､従来ほとんど研究されてこなかったフ

ロンティア領域としてのベ トナム現地企業の経営

について､人的資源管理の視点を中心として解明

する｡

第4は､ベ トナムでの人的資源管理の特徴につ

いて､他の東南アジア諸国や中国とも比較しなが

ら､ベ トナムの特徴について解明する｡

第 5は､ベ トナムでの人的資源管理に関して､

法律的 ･制度的側面をも考慮して分析する｡

調査の概要を述べてみると､ベ トナムで事業活動

を行っている日系企業､欧米系企業､ベ トナム現

地企業を対象とした質問紙調査､および訪問聞き

取り調査の結果について分析することである｡

質問紙調査は､2000年9月に実施した｡調査対

象は､ベ トナムで事業活動を行っている､日系企

業106社､欧米系企業200社､ベ トナム現地企業

300社に企業代表者宛にアンケー トを郵送し､日

系企業27社 (回答率25%)､欧米系企業12社 (回

答率6%)､ベ トナム現地企業23社 (回答率7%)

から回答を得た｡日系企業へは日本語､欧米系企

業は英語､ベ トナム現地企業はベ トナム語でアン

ケートを行ったOまた､アンケートに回答して頂

いた企業を対象として､後日訪問し､聞き取り調

査を実施する｡

図表211:本調査のフレームワークからみて

みよう｡企業発展には､企業にとって適切な人材

を採用し､その人材を適所に配置しなければなら

ない.人的資源のフローとは､従業員が企業に採

用されて退職していくまでのフローであり､また

この管理制度には､採用 ･配置 ･昇進 ･配置転

換 ･退職 ･離職 ･解雇 ･教育訓練などがある｡以

下､これらの管理制度について述べてみよう｡

採用は､企業が成長していくために最初に行う

ことであり､最終的には企業文化に影響を及ぼす

ため､必要な能力や資質を持った人材を選ぶ必要

がある｡採用制度には､一般的にスペシャリス ト

的採用とジェネラリス ト的採用があり､前者は､

職務に対する能力や経験がある人材を採用する制

度であり､後者は､入社後の教育訓練などを経て

職務の適性を見た上で配置するために採用する制

度である｡また､採用に関連して配置は､人材の

持つ教育の程度や仕事の経験によって適切な人材

を適切な職務に割り当てることである｡もし適切

な人材を適切な職務に割り当てなければ､従業員

の勤労意欲を駆り立てることができない｡よって､

採用と配置は､良い人的資源を確保するという意

味で重要なことである｡採用に関しては､定期採

用､採用人数の調査項目とベ トナムの労働契約の
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図表2-1: 本調査のフレームワーク

1.人的資源のフロー

(1)採用

(4)離職

(2)キャリア形成

(5)解雇

2.職務システム

(1)職務の割当 (2)職務の文書化

(3)昇進

(6)教育訓練

(3)職務の仕方

(4)社内コミュニケーション (5)オフィスレイアウト

3.報酬システム

(1)賃金 (2)賃金制度 (3)賃金決定 (4)賞与

(5)手当 (6)インセンティブ (7)福利厚生

4.労働時間 ･休日制度

(1)労働時間 (2)休暇と休 日制度

5.労働組合と労使関係

(1)労働組合と労使関係の法規 (2)労働組合の形態と有無

(3)ス トライキの有無

6.人的資源管理の方針

(1)労働障壁の有無

(4)雇用保障

(4)労使関係の問題点

(2)技術 ･技能の伝習

(5)人事 ･労務の問題点

(3)多能工化

法規を中心として考察する｡

配置 ･配置転換に関しては､キャリア形成とし

て従業員の入社後の人的資源開発に関係している

ため､採用制度と同様にスペシャリス ト的形成と

ジェネラリス ト的形成に分けることができる｡前

者は､専門職の分野におけるスペシャリストを養

成するため､同一の職種や職務に関連する配置 ･

配置転換を基にした制度であり､後者は､一般職

において多様な職種を経験させるために配置 ･配

置転換を考慮した制度である｡それで､他部門へ

の配置転換と現場ワーカーへの配置転換の調査項

目について論じる｡

昇進は､従業員の企業に対する貢献意欲を高め

るが､反対に遅いと仕事への意欲が減退し､また
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早すぎても仕事への責任と仕事からの要求によっ

てストレスやプレッシャーなどを受けるのである.

しかし､昇進した従業員は､職務経験を豊富にで

きるため企業へより貢献するのであるから､企業

にとっても人材を育成するという面で重要である｡

昇進制度には内部昇進を重視するかどうかとい

うタイプがあり､また年功と業績について考慮す

るタイプがある｡日本では､伝統的に業績だけで

はなく年功も重要な要因として昇進の決定に含ま

れるが､欧米では､業績のほうが年功より重視さ

れる傾向が強いようである｡果たしてベ トナムで

はどうであろうかOこの項では､3企業グループ

の内部昇進､勤務評定 ･業績評価を調査する｡

離職は､一般的に従業員が企業や仕事に対する

興味が失われた時や問題が生じた時に発生するの

であるから､従業員が抱いている企業イメージや

仕事に対する期待を損なわないようにしなければ

ならない｡企業が発展するためには従業員の離職

率が高いと達成することが難しいため､企業に従

業員が定着できるように配慮するべきである｡こ

の項では､現場ワーカー･事務職 ･技術職 ･管理

職の離職率を調査した｡特に､欧米系企業とベ ト

ナム企業の技術職については､テクニシャンとエ

ンジニアに分けて考察する｡

解雇は､不適格な従業員や十分な成果を達成で

きない従業員に対して行うことと､企業が存続で

きない時に起こることである｡一般的に企業が従

業員を解雇する理由として､次のことが考えられ

る｡少数の解雇の場合は､勤務態度や勤務成績な

どから汚職に至るまで他の従業員や会社に悪影響

や多大な損害を与えた時である｡また多数の解雇

の場合は､赤字決算のため事業縮小や閉鎖のため

に多くの従業員を解雇しなければ倒産する時である｡

もちろん､企業は､従業員をできるだけ解雇せず

に長期雇用を維持しようとする企業とそれにこだ

わらず解雇する企業も存在するため､長期雇用の

関することは第5節人的資源管理の方針､第4項

の雇用保障のところで述べることにする｡この頃

では､解雇に関連する労働法規と解雇に関する調

査結果を中心に論じる｡

教育訓練は､企業が従業員の能力や技能を開発

するために行うことであり､結果的に従業員の貢

献意欲と業績を上げることになる｡つまり､教育

訓練のチャンスを与えられた従業員は､企業に対

して高い貢献意欲を示し､仕事の成果を上げるた

めに努力するのである｡それゆえ､企業は､教育

訓練を重視しなければならない｡

教育訓練は､各種に定められた企業内教育訓練

を重視する企業のタイプと企業外教育訓練を重視

する企業のタイプがある｡日本の大企業は伝統的

に企業内教育訓練を重視しており､欧米企業では

外部の教育訓練機関が発達しているため､企業外

教育訓練を重視している｡

ベ トナムの場合､まだ全般的に企業外の教育訓

練機関が発達していないようであるが､企業の教

育訓練制度はどのようになっているのであろうか｡

ベ トナムにおける3企業グループの教育訓練につ

いて調査する｡

次に職務システムについてみてみよう｡この項

では､職務の割当､職務の文書化､仕事のやり方､

社内コミュニケーション､オフィスレイアウト､

について調べる｡

職務の割当は､従業員に職務の範囲や責任を明

確に割り当て規定する職務システムのタイプ､お

よび職務の範囲､責任､権限を明確に割り当て規

定するのではない職務システムのタイプがある｡

アングロサクソン諸国を中心にした欧米系企業は､

前者のシステムを基にして個々人の従業員に職務

限定的な割り当てをする職務設計システムの傾向

がある｡日本企業では､後者のシステムを基にし

て従業員チームや集団に職務を割り当て従業員の

職務の範囲は状況に応じて行う職務設計システム

の傾向がある｡そのため､職務区分及び職務の範

囲と分担について論じる｡

職務の文書化については､職務 ･仕事の内容を､

文書化 ･マニュアル化する形式知に重点をおく企

業の洋型､および､職務の文書化より集団構成員

相互の組織学習による暗黙知を重点とする企業の

類型がある｡前者は､個々の職務内容､責任､資

格等を職務記述書などで厳格に記述すること､仕
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事のやり方等をマニュアル等で厳格に文書化する

ことに重点を置く職務設計システムである｡この

形態は､主にアングロサクソン諸国を中心とした

西欧企業に多く見られる職務システムである｡後

者は､個々の職務内容を必ずしも厳密に文書記述

せず､マニュアル等の文書化も必要な場合にのみ

行う職務設計システムであり､この形態は､主に

日本企業に多く見られる職務システムである｡

従って職務の文書化は､従業員に対して職務の

内容を的確に伝えるために必要である｡また､マ

ニュアルは生産現場の効率を上げるためにも重要

であろう｡日系企業と欧米系企業の生産現場にお

いてマニュアルがどの程度行き渡っているのかを

調べる｡ベ トナム企業にはこの調査項目を実施し

ないが､ベ トナム企業における職務の文書化とい

うことで職務記述書を取り上げる｡ベ トナム企業

における従業員の仕事が職務記述書により､職務

の内容 ･責任 ･権限を明確に規定されているかを

調査する｡

仕事のやり方について､一般的に日系企業の従

業員は､チ-ムプレ-を基にして働き､欧米系企

業の従業員は､個人プレ-を基にして働いている

ようである｡そこで､ベ トナム企業で働いている

従業員の仕事のやり方を個人プレーなのか､それ

ともチ-ムプレーなのかという視点から調べる｡

社内コミュニケーションに関しては､各種の社

内コミュニケーションのための施策が､日系企業

や欧米系企業ではよく行われているが､ベ トナム

企業においてはどの程度それが浸透しているかを

調査する｡

オフィスレイアウトに関して､日本では､一般

的に大部屋式のオフィスのレイアウトが主流であ

るが､欧米においては､個室主義を基本とするオ

フィスのレイアウトになっていることが多い｡大

部屋式のオフィスの利点は､管理者と従業員のコ

ミュニケーションが多くなり､階層間における身

分の均一性が保たれ易くなることである｡個室主

義の利点は､管理者の地位を上げ､自立的職務の

遂行がやり易くなることである｡それゆえ､ベ ト

ナム国内における3企業グル-プのオフィスのレ

イアウトについて調べる｡

次は報酬システムについてみてみよう｡報酬シス

テムは､企業が従業員に対して直接的なモーティ

ベ-ションを与えることができる1つの方法とし

て重要である｡企業は､報酬システムを上手く活

用して従業員に最低限の納得できる金額を示さな

ければならないし､また将来において期待できる

ような制度を構築しなければ､従業員を確保する

ことは難しい｡

本調査では､報酬システムについて､以下の6

つの領域について調査する｡それらの領域は､1.

賃金 2.賃金決定 3.賞与 4.手当 5.

インセンティブ 6.福利厚生である｡以下､こ

れらの領域に関して賃金からみてみよう｡

この節では､ベ トナム外国投資法による賃金規

定及びベ トナム労働法による賃金規定について論

じた｡賃金制度､平均賃金､賃上げ率に関しては､

3企業グループの各職種レベル (現場ワーカー､

事務職､技術職､管理職など)に分けて､詳しく

調査し､考察する｡

賃金決定について､日本の賃金決定要素は､伝

統的に年功的な賃金制度の上に成り立っているた

め､日本の企業では従業員の能力や業績のみなら

ず､年齢や勤続年数をもかなり考慮しながら賃金

決定がされている｡もちろん､近年において日本

でも業績的な賃金制度に移行している企業が増

加しているが､ベ トナムにおいてはどうだろう

か｡この項において次の3つの領域である定期昇

給制度､業績評価､年功給と業績給について調べ

る｡なお､業績評価及び年功給と業績給について

は､各職種レベルで調査する｡

賞与について､日本では年収における賞与の割

合が高いようであるが､欧米では従業員の職務に

対する業績であるため､従業員個人の成果による

分配である｡また､日本では一般従業員と管理職､

階層間などで大きな較差がないようであるが､ア

ングロサクソン諸国を中心とする西欧諸国では各

階層間や職種間でかなり格差があるようである｡

この頃では､3企業グループにおける従業員の平

均賞与 ･賞与回数 ･賞与格差を調査する｡
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手当について､手当の有無とその割合を調べる

ために､手当に関する項目､管理職役職手当 ･資

格手当 ･家族手当 ･住宅手当 ･食事手当 ･通勤手

当 ･精皆勤手当 ･勤続手当 ･生産性手当などを挙

げた上で考察する｡

インセンティブについては､従業員の勤労意欲

を駆り立て､企業への貢献度を増加させるために

インセンティブを与えているかどうかを調べるた

めに､従業員持株制､会社利益の一定割合の配分､

能力給 ･業績給の導入､従業員の独立支援などの

制度を導入しているかどうか調査する｡

福利厚生について､社会保険に関する法的制度

と福利厚生に関する調査結果に関して論じる｡調

査については､福利厚生施策として､通勤バス､

昼食の完全支給､独身寮､社員住宅､ユニホーム

の支給､保養所､貸付金制度､慶弔金規定､懇親

旅行などの項目を挙げている｡

労働時間 ･休日制度についてみてみると､ベ ト

ナムの法定労働時間は､労働法によると､原則と

して1日8時間､過48時間以内とされている (ベ

トナム労働法第68条第1項)｡重労働､有害な労

働､危険な労働およびその他の労働 ･傷病兵 ･社

会問題省が発行しているリストに記載されている

作業については､1日の労働時間が1､2時間短

縮されている (同労働法第68条第2項)｡ただし､

公務員､国営企業の従業員については､1999年の

9月30日に出された第188号決定1条により週40

時間労働制が施行された｡この決定により行政機

関､会社などで働く公務員や労働者は､1週間の

労働時間が40時間に短縮された｡この決定は､公

務員や国有会社で働く幹部や従業員に対して適用

し､それ以外の所で働く者､例えば外資系企業の

労働者などにも適用するように奨励した｡そのた

め､低賃金のためベ トナムに進出した外資系企業

から反発を招いた｡

時間外労働については､企業と労働者の合意に

よるが､1日4時間を超えず､1年で200時間を

超えないものとすると規定されている (同労働法

第69条)｡また､休憩時間としては､8時間労働

の場合､少なくとも勤務時間と見なす30分間の休

憩を与えなければならない (同労働法第71条第1

項)｡深夜勤務の休憩時間については､少なくて

も45分間与えなければならないとしている (同労

働法第71条第2項)0

休日については､労働法では､各過の休日を日

曜日または他の固定日1日とすることが出来ると

されている (ベ トナム労働法第72粂第1項 ･第2

項)｡また､ベ トナムの年5回ある祝祭日は､休

日となる｡なお､祝祭日が毎週の休日と重なる場

合は､祝祭日の翌日に振り替える (同労働法第73

条)｡

有給休暇は､労働法によると､初年度から発生

し､1年以上勤務した場合は年間12日であるが､

労働条件が過酷であれば､つまり重労働 ･危険労

働 ･僻地勤務などその条件に応じて14日､または

16日になる (同労働法第74条)Oまた同一企業に

5年勤務すれば､1日有給休暇が増える (同労

働法第75条)｡従業員が有給休暇を取れなかった

場合は､その日数分に応じて賃金が払われる (同

労働法第76条第3項)｡勤務期間が1年に満たな

かった従業員は､勤務期間に比例して有給休暇を

取ることができる (同労働法第77条第2項)｡例え

ば､1年12日の有給休暇であるので半年勤務の場

合は､6日となる｡さらに､本人の結婚では3日､

従業員の子息に関する結婚の場合は1日､従業員

および配偶者の両親および家族の死亡の場合は3

日､有給休暇を取得することが出来る (同労働法

第78条)｡このような法的環境に中で､3企業グ

ループの労働時間及び休暇と休日制度の実態を調

査する｡

労働組合と労使関係について､労働組合は､従

業員の公平な労働条件 ･報酬 ･待遇などを求めて､

従業員の意見を代表して企業に発言する組織であ

る｡ベ トナムの人的資源管理を研究する上で,ベ

トナムの労働組合と労使関係は重要な領域である｡

従って､労働組合と労使関係として､1.労働組

合と労使関係の法規､2.労働組合の有無と構造

3.ストライキの有無 4.労使関係の問題点､

について調査結果を中心に考察するO

人的資源管理の方針について､企業は､職場に
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おける従業員の行動や考え方に基づいて人的資源

管理の方針を決めなければならない｡そこで､従

業員の身分や待遇の面などで均一性を重視する制

度を行うか､それとも反対に格差を設けた制度を

行うか､いずれにしても企業に適 した人的資源管

理の方針を選択しなければならない｡

現在､日本では一般的に従業員の身分や待遇な

どに格差がない均一的な人的資源管理制度を実施

している｡欧米では､伝統的に格差を設けた人的

資源管理制度を基本に置いているが､近年､アメ

リカのハイテク企業などで身分の均一性を重要に

位置付けた制度を方針としている企業が増えてい

るようである｡

ベ トナムの場合､単なる社会主義国ではなく､

ベ トナムの文化的伝統を規範にしたホーチミン思

想を強調している社会主義国であるため､社会的

に身分の均一性や平等性を重視 している｡そのた

め､企業内でも同様にそれらを重要視した人的資

源管理が実施されているという仮説を立ててみた

い｡

ベ トナムにおける3企業グループの人的資源管

理の方針は､どのように決定されているのか､本

調査では次の5つの領域について調べる｡それら

の領域とは､ 1.労働障壁の有無 2.技術 ･技

能の伝習 3.多能工化 4.雇用保障 5.人事･

労務の問題点､である｡特に､人事 ･労務の問題

点として次の項目を挙げた｡労働組合問題､賃金

上昇､高い離職率､優秀な大卒者採用の困難性､

優秀な現場従業員採用の困難性､住宅政策､労働

時間 ･休日問題､女性雇用問題､優秀な管理者の

不足､優秀な技術者の不足､人種による雇用問題､

現地人従業員の仕事能力､問題点なし､である｡

第3章では､人的資源管理に関して､ベ トナム

で事業活動を行っている日系企業8社､欧米系企

業 2社､現地企業5社のケース研究を行う｡ケー

スで取 り上げた企業は､1999年から2002年にかけ

て十数回に渡りベ トナム全土 (ホーチミン､ハノ

イ､フエ､ダナン等を中心とした地域)での現地

調査を行い､現地企業､欧米系企業､日系企業を

約40社程度､企業訪問して聞き取 り調査を実施し､

社内資料などを収集して､その中から興味深い企

業をケース研究として分析するものであるO

なお､企業訪問には､原則としてベ トナムに滞

在 ･勤務している企業の代表 (社長等)または人

事部門の責任者に面会し､聞き取り調査を実施す

る｡また､工場調査が可能な企業については､生

産部門の責任者への聞き取り調査及び工場視察を

実施する｡

ケース研究の結果から､ベ トナムへの国際経営

移転に関して日系企業 ･欧米系企業 ･現地企業の

特質を解明する｡

ケース研究で扱った企業は下記の通りである｡

日系企業のケース

1.日越肥料会社

2.ベ トナム ･ワコール社

3.松下電器ベ トナム社

4.田中株式会社

5.日本電産コパルベ トナム社

6.マブチモーターベ トナム杜

7.富士通ベ トナム社

8.ビクターベ トナム社

欧米系企業のケース

1.MorningStarCement社

2.CocaColaBeveragesVietnam社

現地企業のケース

1.PHARMEDIC社

2.VIETVUONG杜

3.VINAPRO社

4.VIPESCO社

5.OPE-WAISON社

第4章では､ベ トナム従業員の仕事や価値観に

対する意識調査を取 り扱う｡つまり､ベ トナムで

の人的資源管理を効果的に実施するためには､ベ

トナム従業員の仕事に対する意識や価値観などを

理解しなければならない｡そのためには､ベ トナ

ム人がどのようにして人格形成されたかというこ

とを念頭に置いて､ベ トナム語で質問票を作成 し､

調査した結果を分析する｡

ベ トナム人の意識や価値観について調査し､検

証するために下記の領域を選んだのである｡それ
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らの領域とは､1.勤労意識 2.年齢意識 3.

競争意識 4.所属意識 5.家族意識 6.生

活意識 7.教育意識 8.起業意識 9.職場

環境意識 10.人生観である｡

調査方法としては､日系企業 ･外資系企業 ･ベ

トナム企業で働いているベ トナム従業員へのアン

ケー ト調査､およびベ トナム従業員からの聞き取

り調査を中心とし､またベ トナム人について論じ

られている文献研究をも行った｡

本調査のフレームワークは､図表4-1であるO

また､本調査の研究目的は以下である｡

第 1は､ベ トナムにおける人的資源管理を最適

に行うためには､ベ トナム従業員の仕事に対する

意識や価値観を理解することが必要であり､その

ために彼らの特性を見出して実証的に解明する｡

第2は､ベ トナム従業員の仕事に対する意識や

価値観という面から考察することによって､企業

発展にとって重要視しているベ トナムの人的資源

の適合性とその問題点を実証的に解明する｡

第3は､ベ トナム従業員の仕事に対する意識や

価値観に関して､これまであまり研究されてこな

かった分野であるが､ベ トナムの経済発展にとっ

て必要な人的資源の重要性を中心として解明する｡

第4は､ベ トナム従業員の仕事に対する意識や

価値観の特徴について､日本人を含めて他の東南

アジア人 ･中国人 ･西洋人などとも比較しながら､

ベ トナムの人的資源の特徴について解明する｡

第5は､ベ トナム従業員の仕事に対する意識や

価値観に関して､歴史的 ･文化的 ･社会的などの

側面をも考慮して､特に現在の目まぐるしく変化

するベ トナムの社会的状況を鑑みて分析する｡

本調査は､日系企業 ･外資系企業 ･ベ トナム企

業の協力を得て､2001年9月にホーチミン市で実

施した｡調査対象は､3企業の計9社の一般従

業員を対象にし､調査票に返信用の封筒を添え

て､郵送してもらった｡合計530の調査票に対し

て､405の回答数を得ることができた｡回答率は

76.4%であったが､回答数405の内､84の回答に

は性別や年齢が明記されていないもの､さらに白

紙の回答数が23もあった｡従って､分析可能な

321の回答を基にしてこの調査の分析をした｡

321の回答の内訳は､男性165､女性156である｡

年齢別グループでは､15-20歳が9名､21-25歳

が94名､26-30歳が90名､31-35歳が51名､36-

40歳が41名､41-50歳が30名､51歳以上が6名で

ある｡なお､51歳以上となっている年齢層は､実

際､51歳から55歳までの年齢層である｡

つまり､56歳から60歳までの回答者がなかった

ため､その年齢層のサンプルを収集できなかった｡

その主な理由は､ベ トナムの労働力は若い世代の

人々が中心となっているため､会社で働く41歳以

上の従業員は比較的に少なく､日本の労働力とは

対照的である｡それゆえ､40代以降の従業員の意

識ついては詳細に見ることが難しいようであるが､

その代わり20代前半と後半の男女の従業員からの

回答は多く､全体の57.8%を占めることになった｡

図表4-1:ベ トナム従業員の仕事や価値観に

関する意識調査のフレームワークからみてみよう.

勤労意識について､ベ トナムで操業している日系

企業や欧米系企業の社長及び人事担当者などから､

ベ トナム従業員の勤勉さを企業訪問して行ったイ

ンタビューでよく耳にした｡この項では､ベ トナ

ム従業員の勤労意識を調べるために､仕事に対す

る意欲､また仕事と家族の関係を考察する｡

年齢意識について､ベ トナムでは､人間関係を

構築するために年齢というものが重要視されてお

り､特に年輩者に対して敬意を表し､なおかつ年

輩者を大切に扱っている社会である｡そのため､

年輩者にとっては住み心地の良い国のようだ｡し

かし､このような話は一般社会や家族という利害

関係のない場合であって､実際に会社内で年輩者

が優位に立たせてもらえるのだろうか､疑問に思

う｡この節では､賃金と地位に関してベ トナム従

業員の年齢意識がどのように働いているのか調べ

る｡

競争意識について､ベ トナムでの企業訪問にお

いて､日系企業 ･欧米系企業 ･ベ トナム企業の社

長や管理者よりベ トナム従業員は優秀であるとい

う話を良く聞かされた｡ところが､ベ トナム従業

員は他の従業員に対して､仕事に関する競争心が
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図表4-1: ベ トナム従業員の仕事や価値観に関する意識調査のフレームワーク

1.勤労意識

2.年齢意識

3.競争意識

4.所属意識

5.家族意識

6.生活意識

7.教育意識

8.企業意識

9.職場環境意識

10.人生観

(1)意欲

(1)賃金

(1)昇給

(1)会社

(1)継承

(1)貯蓄

(1)技術習得

(1)独立

(1)上司像

(2)仕事 ･家族

(2)地位

(2)昇進

(2)辞職

(2)社員構成

(2)残業

(2)教育

(2)仕事

(2)モティベーション

(3)個室

(3)団体責任

(3)孝行

(3)生活向上

(3)勉学

(3)会社観

高いという話を聞いたことがない｡それゆえこの

節では､ベ トナム従業員の競争意識を解明するた

めに､昇給 ･昇進 ･個室についての質問事項を調

査する｡

所属意識について､ベ トナム人に所属意識が強

く働く理由の1つとして､歴史的に稲作農業に従

事しており､収穫を得るためには協力しなければ

ならないという共同体意識から自然に身についた

のであろう｡特に､家族や地域社会への所属意識

は高いようであるが､果たして会社への所属意識

は高いのであろうか｡この項では､会社 ･辞職 ･

団体責任に関して論じる｡

家族意識について､ベ トナム人は､家族を中心

に生活しているため家族意識というものが非常に

強いと言われている｡その理由として､中国から

伝えられた儒教がベ トナム人に影響を与えた事実

が歴史的に残っており､そのためベ トナムでは､

親を大切にして年長者を敬うなどという考え方が

いまだに強く残っているようだ｡もちろん､近年

ベ トナム人の価値観も変化しているので一概には

言えないが､それでもこのような事実がベ トナム

人の性格形成の基になっていることについて異論

はないであろう｡この項では､ベ トナム人の家族

意識を調べるために､会社の継承､社員構成､両

親などに対する孝行について考察する｡

生活意識について､近年､ベ トナムは貧しさか

ら脱却しており､ベ トナム人の生活は豊かになっ

てきている｡そのため､ベ トナム人の生活意識に

多大な影響を与えていると思われる意識を3つ選

んでみた｡それらの意識は､将来のために金銭を

蓄える貯蓄意識､収入を増やすための残業意識､

そして将来への生活向上意識である｡この項では､

粘り強さに長けたベ トナム人の実生活を通して､

これらの意識が高いのか低いのかその程度を調べ

る｡

教育意識について､ベ トナムでは儒教の教えが

今でも受け継がれており､そのためベ トナム人は､

目上や年長者を敬い､親への孝行を行い､そして

礼儀正しい態度で人に接することなど道徳的な意

識を忘れていないようである｡また､世界開発報

告1999/2000によると､1997年のベ トナム人の識

字率は､男性95%､女性89%という開発途上国と

しては高い数値であることもその表れの1つであ

る｡この節では､ベ トナム人の教育意識に関して､
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儒教の影響を考慮 しながら会社の仕事における技

術習得､子供に対する教育､人生における勉学と

いう3つの範囲を通して調査する｡

起業意識について､現在､世界中でベンチャー

ビジネスが盛んになっており､ベ トナムでもイン

ターネットカフェなどのニュービジネスがどんど

ん現れて話題を呼んでいる.ベ トナム人もニュー

ビジネスというかベンチャービジネスに対する起

業意識を持ち合わせているのは事実のようである｡

だが長い間､特にベ トナムの南北統一後､民間企

業の経済活動が許可されなかったため､ベ トナム

人の起業意識に影響を及ぼしたかもしれないので

ある｡よってこの項では､ベ トナム人の起業意識

に関して独立 と仕事についてどの程度の意識を

持っているのか調べる｡

職場環境意識について､ ドイモイ (刷新)政策

が採択されて以来､特に1992年以降､ベ トナムへ

の外資系企業の進出は増加 し､それに伴ってベ ト

ナムの民間企業の設立も認められた｡そのためベ

トナムの企業形態は多種多様となり､職場環境も

著 しく改善されてきている｡この節では､ベ トナ

ム従業員の職場環境意識を探るために､上司像 ･

モーティベ-ション･会社観という3つの範囲か

ら論じる｡

最後に人生観について､勤労意識から職場環境

意識までに出てきた様々な意識も考慮 しながら､

ベ トナム従業員の人生観を調べる｡そのために10

項目の回答を前もって準備 し､ベ トナム従業員の

人生にとって大切と考えられている項目から順番

に回答してもらうことにした｡それらの10項目を

列記すると､A.社会的地位 B.勉強 C.慕
教 D.金銭 ･財産 E.親 ･家族 F.親戚

G.友達 ･人間関係 H.愛 Ⅰ.会社 ･仕事

∫,趣味である｡

第5章では結論として､日系企業､欧米系企業､

現地企業における人的資源管理に関する国際経営

移転やベ トナム現地企業の特質について､各章で

分析した､特に第2章での実証研究を中心にして

考察する｡日系企業 ･欧米系企業 ･現地企業にお

いて考察する項目を簡潔に列記すれば､下記の通

りである｡

1.配置転換 ･キャリア形成｡

2.昇進 ･昇格

3.業績評価 ･勤務評定

4.長期雇用 ･レイオフ

5.教育訓練

6.職務

7.職務の文書化

8.オフィスレイアウ ト

9.賃金制度

10.賞与制度

11.手当 ･フレンジベネブイト

12.福利厚生

13.労働時間 ･休日

14.労働組合 ･労使関係

従って､本論文の結論として重要視する点を

簡潔に論述するならば､次の通りである｡

レ(1)ベ トナムで運営している日系企業と欧米系企

業は､互いに本国の人的資源管理をベ トナムに経

営移転する際に､ベ トナムにおける環境要因から

影響を受け､ある程度変容 しているところが存在

していることである｡

(2)ベ トナム現地企業は､ ドイモイ政策により､

人的資源管理のあり方に大きな変化が見られこと

である｡

(3)ベ トナムにおける人的資源管理の最大の問題

は､ベ トナムの人的資源は優秀で意欲が高いとさ

れるが､企業に適 した人的資源が不足 しているこ

とである｡ベ トナムの人材育成には､日系企業を

含めた外資系企業の役割が重要である｡

最後に､ベ トナムの人的資源管理の課題と展望

について､ベ トナム従業員の仕事に対する意識や

価値観に関する本調査結果から､ベ トナム従業員

は､｢親 ･家族｣､｢教育 ･勉強｣を特に重視 して

いること､また仕事意欲が高いことが分かった｡

ベ トナム人の価値観の根源には､儒教の影響が色

濃く見られることを指摘 した｡以上の結果は､ベ

トナムは､日本および近年経済成長著 しい中国､

韓国といった儒教文化圏と共通する価値観を持ち､

仕事意欲も高く､識字率､高等教育等の教育水準
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も相対的に高いことから､人的資源としては潜在

的に高い可能性を秘めていることが分かる｡

しかしながら､ベ トナムの人的資源に関する最

大の問題は､人的資源のマクロとミクロの禿離､

すなわちマクロ的には潜在的には優秀であると評

価できる人的資源が､企業人材というミクロのレ

ベルでの人材育成となると､かなり遅れていると

いう点である｡本調査結果では､ベ トナムの人的

資源管理の問題点として､日系企業､欧米系企業､

現地企業ともに､優秀な管理者 ･技術者 ･現場従

業員の採用といった優れた人的資源の確保という

点で一致していた｡ベ トナムの人的資源は､本論

文でも実証したように意欲もあり潜在的には優秀

であると評価されているが､急連な経済成長に人

的資源の育成が追いつかず､企業に適した人的資

源が不足している｡それを改善するためには､学

校教育の質的､量的な充実のみならず､企業内外

を問わず人的資源を開発するための教育訓練の充

実が不可欠である｡

日系企業は､本調査結果から､欧米系､現地系

企業と比較すると教育訓練が特に優れているとは

言えなかったため､一般従業員のみならず管理職

を含めた教育訓練施策の一層の拡充と充実が必要

であろう｡日系企業のベ トナムでの現地経営にお

いては､人材の単なる活用から､本当の意味での

人的資源の育成が肝要であろう｡
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